
入学者選抜制度の改善に関する検討会議（検討状況）
■基本的な考え方
○　制度の改善を図る一方で、個別の高校のさらなる質の向上が求められるほか、高校と中学校、中学校と保護者の連携強化が必要。
○　公立高校の果たすべき役割を鑑み、教育的視点から制度のあり方を示すことが必要。（就学機会の保障、各高校の役割の違い、多様な学校の選択肢の提供）
○　選抜環境はいまだ安定期を迎えていないと考えられる。中長期的な制度の継続性を念頭に置きつつ、平成25年度選抜からの制度改善を検討。
■前期・後期選抜の再編
【区分】
○　前期は多様な能力を評価する特色入試、後期は学力検査を中心に評価する一般入試という区分に整理し、わかりやすく再編。
【再編の手法】
　①ひとつの学校の募集人員を前期・後期で分割する手法について
・学校選択の機会を公平に提供できる点は評価できる
・前後期に分かれた入学による学力差や生徒のモチベーションを懸念
　②その他
・学校間の公平性を担保する方法として、年度によって前期･後期実施校を入れ変えてはどうか
・各高校が自校の果たすべき役割を鑑みた結果、後期選抜だけ実施してもいいのではないか
・学校によって実施方法が異なるとわかりにくい
【前期選抜の比率】
○　中学校における生徒指導上の課題の多寡によっては、早い時期に進路先が決まる生徒が多いと学習環境への影響が大きいため、前期選抜の比率や日程を検討する際には配慮が必要。
　○　そのうえで、前期比率については「現行程度」「多くても４割まで」「5割までなら許容できる」と意見が分かれた。
■選抜日程の繰り上げ
○　公私同一日程という意見もあったが、大半は繰り上げ競争に陥る恐れがあり、現実的ではないという意見。
○　そのうえで、改定イメージについては「繰り上げ効果は期待できない」「中学校の卒業式よりも早く学力検査があれば繰り上げ効果はある」「府立高校の校長の中にはわずかでも繰り上げを望む声があり、それをくみ取って繰り上げるという考え方もある」と意見が分かれた。
■多様な選抜方法の検討
　○　推薦入試は客観性･公平性のある推薦基準や判定基準の設定が困難。
　○　仮に推薦入試を導入する場合、「専門学科に限定すべき」「地元地域と連携している高校を対象とした一般推薦を検討しては」という意見があった。
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